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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第123期

中間連結会計期間
第124期

中間連結会計期間
第123期

会計期間
自 2024年４月１日
至 2024年９月30日

自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2024年４月１日
至 2025年３月31日

売上高 (千円) 6,961,579 6,695,045 14,756,503

経常損失(△) (千円) △237,592 △49,360 △49,020

親会社株主に帰属する
当期純利益又は
親会社株主に帰属する
中間純損失(△)

(千円) △344,437 128,169 70,563

中間包括利益又は包括利益 (千円) △1,677,656 956,507 △1,239,012

純資産額 (千円) 17,331,819 18,571,006 17,770,462

総資産額 (千円) 27,239,167 28,392,744 27,715,036

１株当たり当期純利益又は
１株当たり中間純損失(△)

(円) △112.44 41.84 23.04

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 62.9 64.7 63.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 176,790 297,419 898,909

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △166,724 △249,342 △74,650

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △289,363 △757,706 △334,401

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 6,203,251 6,262,776 6,972,406

(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ません。

２．第123期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であ

り、また潜在株式が存在していないため記載していません。

３．第123期及び第124期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり当期（中間）純利益については、潜在株

式が存在していないため記載していません。

光村印刷株式会社
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２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はあ

りません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

光村印刷株式会社
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において、当社グループが判断したものです。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ６億77百万円増加の283億92百万円となりました。こ

れは主に投資有価証券の増加によるものです。

負債合計は、前連結会計年度末に比べ１億22百万円減少の98億21百万円となりました。これは主に短期借入金の

減少によるものです。

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ８億円増加の185億71百万円となりました。これは主にその他有価証券評

価差額金の増加によるものです。

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、雇用や所得環境が緩やかに回復しているものの、物価上昇に加え、

米国の関税政策の影響や地政学的リスクの高まり等の世界情勢の不確実性もあり、依然として先行きは不透明な状

況で推移しました。

印刷業界におきましては、生活様式の変化に伴うデジタル化の加速による紙媒体の需要減少に加え、燃料費や原

材料価格などの高騰は継続するなど、依然として厳しい状況が続いており、印刷技術を活用した新たな分野への進

出により、市場機会の拡大を図っています。

当社におきましては、エネルギー価格や諸資材価格の高騰に対して製品価格の適正化の成果が出つつあり、引き

続き運賃請求の適正化等にも取り組んでいます。また、プラスチック使用量を削減しデザイン性にも優れた紙製軟

包装の受注活動を開始しました。生産面では、印刷工場の集約・統合の効果を発揮してグループ全体の機械稼働率

の向上、内製化への取り組みを継続するとともに、新たに生産を開始した「専用封筒」や小中ロットに対応した加

工設備の効率的な運用に取り組んでいます。

スクリーン印刷機を使用した半導体加工テープなどの産業資材製造事業においては、一部の製品について量産出

荷が安定的に継続していますが、取引先の開発スケジュールに遅れが見られる製品について課題解決に向けた取り

組みを進めるとともに、新たな販路開拓を見据えた活動を行っています。

また、当社が保有する北品川棟につきましては、10月1日より底地の賃貸を開始しました。

当中間連結会計期間の業績は、売上高は66億95百万円（前年同期比3.8％減）、となりましたが、製品価格の適正

化の効果もあり、営業損失１億２百万円（前年同期は３億８百万円の損失）、経常損失49百万円（前年同期は２億

37百万円の損失）、特別損失に減損損失15百万円等を計上した一方で、法人税等調整額△215百万円を計上したこと

により、親会社株主に帰属する中間純利益１億28百万円（前年同期は３億44百万円の損失）となりました。

なお、前第３四半期連結会計期間より、報告セグメントの事業内容をより適切に表示するため、「電子部品製造

事業」から「産業資材・電子部品製造事業」に名称を変更しています。当該変更は名称変更のみであり、セグメン

ト情報に与える影響はありません。

また、前第４四半期連結会計期間より、一部子会社の経営管理区分の変更に伴い、「印刷事業」に含めていた事

業の一部を「不動産賃貸等事業」に変更しています。なお、前中間連結累計期間のセグメント情報及び前年同期と

の比較情報は、当該変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したものを開示しています。

光村印刷株式会社
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セグメント別の経営成績を示すと次のとおりです。

① 印刷事業

自治体の刊行物の減少など商業印刷物の減少により、売上高は62億80百万円（前年同期比5.4％減）となりまし

たが、製品価格の適正化の効果もあり、セグメント損失（営業損失）は２億29百万円（前年同期は４億30百万円

の損失）となりました。

② 産業資材・電子部品製造事業

産業資材製造事業においては先行投資段階にとどまっていますが、電子部品製造事業においては、車載及びス

マートフォン向け治具の需要が堅調に推移し、売上高は１億86百万円（前年同期比39.4％増）となりましたが、

セグメント損失（営業損失）は39百万円（前年同期は８百万円の損失）となりました。

③ 不動産賃貸等事業

売上高は３億10百万円（前年同期比13.5％増）、セグメント利益（営業利益）は１億65百万円（前年同期比

27.4％増）となりました。

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ７億９百万円減少し、62億62百

万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、２億97百万円の収入超過(前年同期は１億76

百万円の収入超過)となりました。これは、売上債権の減少などによるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、２億49百万円の支出超過(前年同期は１億66

百万円の支出超過)となりました。これは、有形固定資産の取得による支出などによるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、７億57百万円の支出超過(前年同期は２億89

百万円の支出超過)となりました。これは、短期借入金の返済などがあったことによるものです。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。

(4) 研究開発活動

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は10百万円です。

光村印刷株式会社
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３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。

光村印刷株式会社
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 9,947,800

計 9,947,800

② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2025年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2025年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,103,420 3,103,420
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は100株です。

計 3,103,420 3,103,420 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

光村印刷株式会社
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2025年４月１日～
2025年９月30日

― 3,103,420 ― 100,000 ― 4,449,556

(5) 【大株主の状況】

2025年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三菱製紙株式会社 東京都墨田区両国２丁目10―14 511 16.70

ＤＩＣ株式会社
東京都中央区日本橋３丁目７―20
ディーアイシービル

457 14.91

株式会社読売新聞グループ本社 東京都千代田区大手町１丁目７―１ 224 7.33

江口 弘尚 東京都港区 128 4.20

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内１丁目４―５ 112 3.67

株式会社ＳＣＲＥＥＮホールデ
ィングス

京都府京都市上京区堀川通寺之内上る
４丁目天神北町１―１

100 3.26

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６－１ 77 2.51

株式会社桜井グラフィックシス
テムズ

東京都江東区福住２丁目２－９ 71 2.32

三菱ＨＣキャピタル株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目５―１ 48 1.59

阿部 茂雄 千葉県柏市 45 1.47

計 ― 1,777 58.01

(注) １ ＤＩＣ株式会社の所有株式は、同社が退職給付信託の信託財産として拠出しているものです。(株主名簿上

の名義は、「日本マスタートラスト信託銀行株式会社(退職給付信託口・ＤＩＣ株式会社口)」です。なお、

議決権行使に関する指図者はＤＩＣ株式会社です。)

２ 2024年３月18日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、株式会社三菱ＵＦＪ銀行及びその共同

保有者である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社、三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社が2024年３月11日現

在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2025年９月30日現在における実質所

有株式数の確認ができていませんので、上記大株主の状況には含めていません。

なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりです。

氏名又は名称 住所
保有株券等
の数(千株)

株券等保有割合(％)

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７―１ 112 3.63

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４―５ 10 0.35

三菱ＵＦＪアセットマネジメン
ト株式会社

東京都港区東新橋１丁目９―１ 4 0.14

計 ― 128 4.12

光村印刷株式会社
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2025年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 40,100

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

30,584 ―
3,058,400

単元未満株式
普通株式

― ―
4,920

発行済株式総数 3,103,420 ― ―

総株主の議決権 ― 30,584 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式54株が含まれています。

② 【自己株式等】

2025年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
光村印刷株式会社

東京都品川区大崎
１丁目15―９

40,100 ― 40,100 1.29

計 ― 40,100 ― 40,100 1.29

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。

光村印刷株式会社
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第４ 【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しています。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2025年４月１日から2025年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けています。

光村印刷株式会社
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,145,913 3,436,343

受取手形及び売掛金 1,987,169 1,810,687

製品 434,567 517,506

仕掛品 204,855 270,428

原材料及び貯蔵品 105,971 110,582

有価証券 3,200,000 3,200,000

その他 301,472 483,306

貸倒引当金 △2,600 △2,600

流動資産合計 10,377,351 9,826,255

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 5,799,530 5,604,225

機械装置及び運搬具（純額） 692,382 951,090

土地 3,434,482 3,434,482

リース資産（純額） 871,751 811,662

その他（純額） 134,674 57,278

有形固定資産合計 10,932,822 10,858,739

無形固定資産

その他 140,245 131,622

無形固定資産合計 140,245 131,622

投資その他の資産

投資有価証券 5,158,886 6,455,253

退職給付に係る資産 891,646 908,647

その他 297,011 295,125

貸倒引当金 △82,928 △82,900

投資その他の資産合計 6,264,616 7,576,126

固定資産合計 17,337,684 18,566,488

資産合計 27,715,036 28,392,744

光村印刷株式会社
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,787,189 1,729,759

短期借入金 2,610,000 1,610,000

リース債務 167,012 164,758

未払法人税等 29,931 15,481

賞与引当金 130,014 125,317

その他 657,383 890,855

流動負債合計 5,381,532 4,536,172

固定負債

リース債務 775,529 702,930

役員退職慰労引当金 10,525 335

退職給付に係る負債 1,415,357 1,377,306

その他 2,361,628 3,204,993

固定負債合計 4,563,041 5,285,565

負債合計 9,944,573 9,821,737

純資産の部

株主資本

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 9,957,442 9,957,442

利益剰余金 5,857,768 5,832,774

自己株式 △86,793 △86,793

株主資本合計 15,828,418 15,803,424

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,615,948 2,437,614

退職給付に係る調整累計額 128,995 130,942

その他の包括利益累計額合計 1,744,943 2,568,557

非支配株主持分 197,100 199,024

純資産合計 17,770,462 18,571,006

負債純資産合計 27,715,036 28,392,744

光村印刷株式会社
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

(単位：千円)
前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

売上高 6,961,579 6,695,045

売上原価 5,863,560 5,467,938

売上総利益 1,098,018 1,227,107

販売費及び一般管理費 ※１ 1,406,517 ※１ 1,329,962

営業損失（△） △308,499 △102,855

営業外収益

受取利息 269 1,310

受取配当金 82,813 89,748

受取家賃 2,314 2,563

その他 19,541 13,025

営業外収益合計 104,938 106,647

営業外費用

支払利息 26,330 36,187

遊休資産諸費用 6,591 13,224

その他 1,110 3,741

営業外費用合計 34,031 53,153

経常損失（△） △237,592 △49,360

特別利益

固定資産売却益 ※２ 3,500 ※２ 195

投資有価証券売却益 ※３ 74,374 －

特別利益合計 77,874 195

特別損失

固定資産除却損 ※４ 564 ※４ 71

減損損失 ※５ 108,014 ※５ 15,159

工場移転関連費用 ※６ 11,866 ※６ 3,370

土壌改良費用 ※７ 38,000 －

特別損失合計 158,445 18,601

税金等調整前中間純損失（△） △318,163 △67,766

法人税、住民税及び事業税 18,304 14,849

法人税等調整額 2,274 △215,509

法人税等合計 20,579 △200,660

中間純利益又は中間純損失（△） △338,742 132,893

非支配株主に帰属する中間純利益 5,695 4,724

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株主に
帰属する中間純損失（△）

△344,437 128,169

光村印刷株式会社
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【中間連結包括利益計算書】

(単位：千円)
前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

中間純利益又は中間純損失（△） △338,742 132,893

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,332,800 821,666

退職給付に係る調整額 △6,113 1,947

その他の包括利益合計 △1,338,913 823,613

中間包括利益 △1,677,656 956,507

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 △1,683,351 951,782

非支配株主に係る中間包括利益 5,695 4,724

光村印刷株式会社
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純損失（△） △318,163 △67,766

減価償却費 482,063 509,046

貸倒引当金の増減額（△は減少） △27 △27

賞与引当金の増減額（△は減少） △12,804 △4,696

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △454 △10,189

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △13,006 △40,694

受取利息及び受取配当金 △83,082 △91,058

支払利息 26,330 36,187

減損損失 108,014 15,159

固定資産除却損 564 71

工場移転関連費用 11,866 3,370

土壌改良費用 38,000 －

固定資産売却損益（△は益） △3,500 △195

投資有価証券売却損益（△は益） △74,374 －

売上債権の増減額（△は増加） 160,426 176,482

棚卸資産の増減額（△は増加） △64,708 △153,122

仕入債務の増減額（△は減少） 122,549 △57,430

未払消費税等の増減額（△は減少） △195,188 △28,193

未収消費税等の増減額（△は増加） △2,455 6,533

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △23,310 △11,357

その他 △179,512 △39,928

小計 △20,773 242,188

利息及び配当金の受取額 82,937 90,070

利息の支払額 △28,585 △28,069

法人税等の支払額 △25,807 △29,747

法人税等の還付額 218,175 28,747

工場移転関連費用の支払額 △11,156 △5,770

土壌改良費用の支払額 △38,000 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 176,790 297,419

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額（△は増加） △4 △59

有形固定資産の取得による支出 △357,267 △221,117

有形固定資産の売却による収入 3,500 222

無形固定資産の取得による支出 △7,729 △5,998

投資有価証券の取得による支出 △19,650 △25,702

投資有価証券の売却による収入 209,404 －

その他 5,023 3,312

投資活動によるキャッシュ・フロー △166,724 △249,342

光村印刷株式会社
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(単位：千円)
前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 － △1,000,000

リース債務の返済による支出 △134,669 △74,853

配当金の支払額 △151,893 △152,653

非支配株主への配当金の支払額 △2,800 △2,800

預り建設協力金の受入による収入 － 472,600

財務活動によるキャッシュ・フロー △289,363 △757,706

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △279,297 △709,630

現金及び現金同等物の期首残高 6,482,549 6,972,406

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 6,203,251 ※１ 6,262,776

光村印刷株式会社
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【注記事項】

(中間連結貸借対照表関係)

１ 受取手形割引高

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

受取手形割引高 －千円 2,323千円

(中間連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりです。

前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

給料及び報酬 491,231千円 524,537千円

荷造運賃 314,561 288,062

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりです。

前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

機械装置及び運搬具 3,500千円 195千円

※３ 投資有価証券売却益

前中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

保有資産の効率化と財務体質の強化を図るため、当社グループが保有する投資有価証券１銘柄を売却したこと

によるものです。

当中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

該当事項はありません。

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりです。

前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

機械装置及び運搬具 307 －千円

工具器具及び備品 － 71

その他 256 －

計 564 71

光村印刷株式会社
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※５ 減損損失

前中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しています。

場所 用途 種類

東京都品川区 北品川棟（印刷）
建物及び構築物、機械装置及び
運搬具、その他

当社グループは減損損失を把握するに当たっては、原則として、継続的に収支の把握を行っている管理区分に

基づき、資産のグループ化を行っています。

連結子会社等で使用している北品川棟（印刷）について、保有資産の効率的な活用を図るべく建物解体の意思

決定をしたため、上記資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失108,014千円として計上

しています。その内訳は、建物及び構築物105,606千円、機械装置及び運搬具218千円、その他2,189千円です。

なお、回収可能価額は将来キャッシュ・フローが見込めないことにより零として評価しています。

当中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しています。

場所 用途 種類

埼玉県狭山市
光村印刷株式会社
狭山工場(印刷)

機械装置及び運搬具

当社グループは減損損失を把握するに当たっては、原則として、継続的に収支の把握を行っている管理区分に

基づき、資産のグループ化を行っています。

狭山工場(印刷)について、直近の動向を踏まえた将来の回収可能性を検討した結果、上記資産の帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失15,159千円として計上しました。その内訳は、機械装置及び運搬

具15,159千円です。なお、回収可能価額は不動産鑑定評価額等に基づく正味売却価額により測定しています。

※６ 工場移転関連費用

前中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

北品川棟（連結子会社の生産設備等）の本社ビルへの移転に係る設備の移転費用等です。

当中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

狭山工場の建物間における機械装置の移転費用等です。

※７ 土壌改良費用

前中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

旧草加工場の土壌改良に係る費用です。

当中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

該当事項はありません。

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりで

す。

前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

現金及び預金勘定 3,376,757千円 3,436,343千円

有価証券勘定に含まれる
合同運用指定金銭信託

3,200,000 3,200,000

預入期間が３か月を
超える定期預金

△373,505 △373,566

現金及び現金同等物 6,203,251 6,262,776

光村印刷株式会社
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(株主資本等関係)

前中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月27日
定時株主総会

普通株式 153,163 50.00 2024年３月31日 2024年６月28日 利益剰余金

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末と比較して著しい変動がありません。

当中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月27日
定時株主総会

普通株式 153,163 50.00 2025年３月31日 2025年６月30日 利益剰余金

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末と比較して著しい変動がありません。

光村印刷株式会社
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント

調整額

中間連結
損益計算書
計上額
(注)印刷

産業資材・
電子部品製造

不動産賃貸等 計

売上高

外部顧客への売上高 6,636,372 133,674 191,531 6,961,579 － 6,961,579

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － 82,453 82,453 △82,453 －

計 6,636,372 133,674 273,985 7,044,032 △82,453 6,961,579

セグメント利益又は損失(△) △430,002 △8,681 130,183 △308,499 － △308,499

(注) セグメント利益又は損失(△)は、中間連結損益計算書の営業損失と調整を行っています。

Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント

調整額

中間連結
損益計算書
計上額
(注)印刷

産業資材・
電子部品製造

不動産賃貸等 計

売上高

外部顧客への売上高 6,280,193 186,385 228,466 6,695,045 － 6,695,045

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － 82,407 82,407 △82,407 －

計 6,280,193 186,385 310,874 6,777,453 △82,407 6,695,045

セグメント利益又は損失(△) △229,423 △39,246 165,814 △102,855 － △102,855

(注) セグメント利益又は損失(△)は、中間連結損益計算書の営業損失と調整を行っています。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

前第３四半期連結会計期間より、報告セグメントの事業内容をより適切に表示するため、「電子部品製造事業」

から「産業資材・電子部品製造事業」に名称を変更しています。当該変更は名称変更のみであり、セグメント情報

に与える影響はありません。

また、前第４四半期連結会計期間より、一部子会社の経営管理区分の変更に伴い、「印刷事業」に含めていた事

業の一部を「不動産賃貸等事業」に変更しています。なお、前中間連結会計期間のセグメント情報は、当該変更後

の報告セグメントの区分に基づき作成したものを開示しています。

光村印刷株式会社
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第４四半期連結会計期間より、一部子会社の経営管理区分の変更に伴い、「印刷事業」に含めていた事業の一

部を「不動産賃貸等事業」に変更しています。なお、前中間連結会計期間のセグメント情報は、当該変更後の報告

セグメントの区分に基づき作成したものを開示しています。

前中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

(単位：千円)

報告セグメント

合計

印刷
産業資材・
電子部品製造

不動産賃貸等

一般印刷 4,437,910 － － 4,437,910

新聞印刷 2,198,462 － － 2,198,462

エッチング精密製品 － 128,074 － 128,074

スクリーン印刷製品 － 5,600 － 5,600

太陽光発電 － － 26,915 26,915

顧客との契約から生じる収益 6,636,372 133,674 26,915 6,796,963

その他の収益 － － 164,615 164,615

外部顧客への売上高 6,636,372 133,674 191,531 6,961,579

(注) その他の収益は、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号 2007年３月30日)等に基づく賃貸収入

です。

当中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

(単位：千円)

報告セグメント

合計

印刷
産業資材・
電子部品製造

不動産賃貸等

一般印刷 4,202,614 － － 4,202,614

新聞印刷 2,077,579 － － 2,077,579

エッチング精密製品 － 155,017 － 155,017

スクリーン印刷製品 － 31,368 － 31,368

太陽光発電 － － 28,515 28,515

顧客との契約から生じる収益 6,280,193 186,385 28,515 6,495,094

その他の収益 － － 199,951 199,951

外部顧客への売上高 6,280,193 186,385 228,466 6,695,045

(注) その他の収益は、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号 2007年３月30日)等に基づく賃貸収入

です。

光村印刷株式会社
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

項目
前中間連結会計期間

(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

１株当たり中間純利益又は
１株当たり中間純損失(△)

△112円44銭 41円84銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する中間純利益又は
親会社株主に帰属する中間純損失(△)(千円)

△344,437 128,169

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益
又は普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純
損失(△)(千円)

△344,437 128,169

普通株式の期中平均株式数(千株) 3,063 3,063

(注) １．前中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であり、ま

た潜在株式が存在していないため記載していません。

２．当中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在していないため記

載していません。

光村印刷株式会社
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

光村印刷株式会社
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２ 【その他】

該当事項はありません。

光村印刷株式会社
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

光村印刷株式会社



独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年11月14日

光村印刷株式会社

取締役会 御中

有限責任監査法人 トーマツ

東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 野 田 智 也

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 南 貴 士

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている光村印刷株式会社

の2025年4月1日から2026年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年4月1日から2025年9月30日まで）に

係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、光村印刷株式会社及び連結子会社の2025年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。



中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュ

ー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論

付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結

財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない

場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、

期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続

できなくなる可能性がある。

・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

ていないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、

構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認

められないかどうかを評価する。

・ 中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しています。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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